
埼玉県保育士就職準備金貸付事業費補助金交付要綱 
 
（目的） 
第１条 この補助金は、保育士に対する就職準備金を貸し付けるため、埼玉県社会福祉協議

会（以下、「埼玉県社協」という。）に貸付事業に要する費用を補助し、埼玉県内の保育所

等に就職する保育士を確保することで子供を安心して育てることが出来るような体制整

備を行うことを目的とする。 
２ 前項の補助金の交付に関しては、毎年度予算の範囲内において交付するものとし、補助

金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。 
 
（交付の対象） 
第２条 この補助金の交付の対象は、埼玉県保育士就職準備金貸付事業実施要綱（以下

「実施要綱」という。）」に基づき埼玉県社協が行う貸付事業とする。 
 
（補助対象経費） 
第３条 この補助金の補助対象経費は、埼玉県保育士就職準備金貸付事業の貸付資金及び

貸付事業に係る事務費とし、補助基準額及び補助率は別表「補助基準額表」のとおりとす

る。 
 
（交付の条件） 
第４条 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 
 （１）事業に要する経費の配分及び事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合 
   には、知事の承認を受けなければならない。 
 （２）事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。 
 （３）事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難になった場合には、 
   速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 
 （４）事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取 
   得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具及びその他の財産 
   については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年 
   政令第２５５号。以下「適化法施行令」という。）第１４条第１項第２号の規定によ 
   り厚生労働大臣が別に定める期間を経過するまで、知事の承認を受けないで、この 
   補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又 
   は廃棄してはならない。 
 （５）知事の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その 
   収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 
 （６）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても 
   善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければ 



   ならない。 
 （７）補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び 
   地方消費税にかかる仕入控除税額が確定した場合には、様式第５号により速やかに 
   知事に報告しなければならない。 
    なお、知事は報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除 
   税額の全部又は一部を県に納付させることがある。 
 
（申請手続） 
第５条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号によるものとし、その提出期限 
 は、毎年度別に定めるものとする。 
２ 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に係る書類の添付は要しない。 
３ 規則第４条第２項第５号に掲げる知事が定める事項に係る添付書類は、次のとおりと

する。 
 （１）実施要綱第４の１に定める貸付事業計画書（別添第１号様式） 
 
（変更申請手続） 
第６条 この補助金の交付決定後の事情の変更により、申請の内容を変更して交付申請を 
 行う場合には、前条の規定を準用する。 
 
（交付決定までの標準的期間） 
第７条 県は、交付申請書又は変更交付申請書が到達した日から起算して原則として３か 
 月以内に交付の決定（決定の変更を含む。）を行うものとする。 
 
（交付決定通知） 
第８条 規則第６条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 
 
（状況報告） 
第９条 補助金の交付を受けた埼玉県社協は、知事の要求があったときは、補助事業の遂 
 行状況について、当該要求に係る事項を書面で知事に報告しなければならない。 
 
（補助金の交付） 
第１０条 知事は、必要があると認める場合においては、予算の範囲内において概算払を 
 することができるものとする。 
 
（実績報告） 
第１１条 規則第１３条の事業実績報告書の様式は、様式第３号のとおりとし、実施要綱 
 第４の２に定める貸付事業決算書（別添第２号様式）を添えて、毎年度終了後（第４ 
 条（２）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理後） 



 速やかに知事に提出しなければならない。 
 
（確定通知） 
第１２条 規則第１４条の確定通知書の様式は、様式第４号のとおりとする。 
 
（補助金の返還） 
第１３条 埼玉県社協は、返還金が発生したときは、当該返還金が発生した会計年度分を年

度末から３か月以内に、貸付対象者の状況報告書と共にその全額をすみやかに県に返還

しなければならない。 
２ 県は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が 
 交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について返還することを命ずる 
 ことができる。 
 
（書類の整備等） 
第１４条 埼玉県社協は、補助事業に係る収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、か 
 つ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を当該補 
 助事業の完了の属する会計年度（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承 
 認を受けた会計年度）の翌年度から５年間保管しなければならない。 
２ 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価３０万円以上の機械、器具及びそ 
 の他の財産がある場合は、前項の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又 
 は適化法施行令第１４条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経 
 過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。 
 
（その他） 
第１５条 特別の事情により、第５条、第６条及び第１１条に定める手続によることがで 
 きない場合には、あらかじめ知事の承認を受けてその定めるところによるものとする。 
２ 本補助金を交付することにより、他の均衡を著しく失する等交付の趣旨に反する結果 
 が生じるおそれがあると認められる場合、交付決定を行わないことがある。 
 
   
    附 則 
 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
 この要綱は、令和５年８月２５日から施行し、同年４月１日から適用する。 



別 表            

補助基準額表 
補 助 基 準 額 補助対象経費 補助率 

次により算定された額 

 

１ 新卒保育士就職準備金貸付 

  就職準備金1人当たり 200,000円以内 

 

２ 潜在保育士就職準備金貸付 

  就職準備金1人当たり 200,000円以内 

 

３ 事務費 

  7,800,000円以内 
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